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開業率も，米国が 10％台，日本は 4～ 5％程度という構図は以前と変わらない．
次に，2000 年以降に株式を公開した新興企業の時価総額比較である．日米それぞれのトップは楽天
（時価総額 1.6 兆円）とグーグル（63 兆円）で日米格差（日本に対する米国の倍率，以下同じ）は 40 倍



















































年商 7,136億円 （15年） 年商 10兆4,359億円（同左、122円/$）
従業員 12,981人（15年12月末 ) 従業員 61,814人 （同左）
時価総額1兆6,408億円 （16年12月末） 時価総額62兆8,618億円 （同左, 117円/$)
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注:  日本：外資系・大企業子会社を除く。 米国：ﾍﾞﾝﾁｬｰｷｬﾋﾟﾀﾙ出資会社に限る。市場：無印＝東証1部又はNASDAQ












楽天 2000 eｺﾏｰｽ 1兆6,408 62兆8,618 ｻｰﾁｴﾝｼﾞﾝ 2004 Google(Alphabet)
LINE 2016 SNS 8,727 39兆4,501 SNS 2012 Facebook 
スタートトウデイ 2007 eｺﾏｰｽ 6,508 5兆4,393 ｿﾌﾄｳｪｱ 2004 Salesforce NY
ﾃﾞｨｰ・ｴﾇ・ｴｰ 2005 ﾓﾊﾞｲﾙｹﾞｰﾑ 3,852 6兆5,274 ﾋﾞﾃﾞｵﾚﾝﾀﾙ 2002 Netflix
カカクコム 2003 価格比較ｻｲﾄ 4,219 3兆9,324 金融 2005 ICE NY
ｻｲﾊﾞｰｴｰｼﾞｪﾝﾄ 2000 ネット広告 3,651 3兆8,048 ｿﾌﾄｳｪｱ 2007 Vmware NY
ミクシー M 2006 SNS/ｹﾞｰﾑ 3,496 4兆0,225 電気自動車 2010 Tesla Motors
そうせいｸﾞﾙｰﾌﾟM 2004 創薬 2,273 2兆8,747 手術ロボット 2000 Intuitive Surgical
ペプチドリーム 2013 創薬 3,482 2兆2,208 ｹﾞﾉﾑ解析 2000 Illumina






注：日本の投資額には海外分を含む。米国の投資残高は管理残高（capital under management) 、投資
額は国内分のみ。キャピタリスト数は2014年データ。 換算レート：122円/$
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英加独系, 14% その他, 45%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
移民起業家の内訳
資料 : S&E Indicators
1
その2（外国出身者）の2
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ベ ← 研究開発資金格差 ← 経済大国アメリカ
ン 軍事大国アメリカ
チ





差 ← メンタリティ格差 ← 移民大国アメリカ
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現に，当時の経済計画（新経済社会 7か年計画　79 年～ 85 年）は GNP成長を大きく上回る公共投
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第二東名 5.5兆円 ﾘﾆｱ新幹線 9兆円（東京～大阪）
全国国道・都道府県道完全無電柱化 90兆円（共同溝方式）
保育園（150名収容） 5億円 老人ホーム（50名収容） 6億円
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＊当日配布参考資料（要旨）
Tashiro,	 Y.	 1986.	 America’s	 Industrial	 Policy	Debate.	US-Japan	Relations:	 Learning	 from	Competition	
（Harvard	University）
（翻訳「アメリカの産業政策論争」 経セミ増刊　国際国家日本の選択）の最終章，「日本への教訓」．
日本型産業政策の概念とアメリカの哲学あるいは社会風土とはなじみにくいものである．にもかかわらず多くのア
メリカの産業政策支持論者はこの政策をアメリカに導入しようと試みた．目的は 1つ，アメリカの繁栄と高い生活水
準を維持するためである．レーガン政権も，また他の保守主義者も，手段こそ違え，同じ目標を積極的に追及してい
る．この意味でアメリカは健全である．
他方，日本の現状はどうか．日本はその繁栄と生活水準の向上を追求しているだろうか．住宅投資の水準はこの
10 年減少こそすれ殆ど伸びていない．公共投資もこの 5年間減少が続いている．唯一輸出だけがアメリカ向けを中
心に急速な伸びをみせて GNPを引上げ，その稼ぎは債券投資という形でアメリカに還流している．
アメリカは日本に批判的である．しかし，アメリカの消費者は，品質・価格両面で日本製消費財に満足し，企業は
高性能の日本製資本財により生産性を上げ，連邦政府は米国債への日本からの投資により各種支出を賄っているので
ある．この二国の状況～一方は社会資本投資が減少を続け，他方は生産以上に消費と投資を行っている～を比べた場
合，日本の高い生産性を享受しているのは日本ではなくアメリカのほうだといえるだろう．換言すれば，今の状況で
打撃を受けているのはアメリカではなく日本であるといいうる．
日本はアメリカや西欧に比べ，未だ貧しい状態にある．とくに，住宅，公園，道路，余暇施設，福祉施設などの社
会資本面でのギャップがはなはだしい点はいい尽されてきた．日本が豊かになるためには，この面での格差を是正せ
ねばならない．日本の高い生産性はこの目的のために用いられなければならない．
なすべきことは明らかである．われわれは内需，なかんずく社会資本投資を拡大せねばならない．内需振興論を日
米通商摩擦緩和を目的として主張する人々がいるのは不思議なことである．内需振興は他国の苛立ちをおさえるため
でなく，自分自身の豊かさ，生活の向上のためにおこなうべきことであろう．
この方向を目指すうえで，日本は二つの障害をかかえている．国内面では，日本人は発想を転換し，社会資本投資
を拡大させるために，今後政府は大きくなるべきだと認識する必要がある．これは行政改革の動きと何ら矛盾しない．
日本は社会資本が不足し社会資本は総じて収益を生まないのであるから，これを供給するのは政府の役割であること
は自明である．1978 年に策定された新経済社会 7か年計画は，社会資本拡充の線に沿うものであった．この計画は，
GNPの伸びを相当上回る公共投資の拡大を狙っていた．しかし，現実に起こったことは社会資本投資のゼロ成長で
ある．政府は，早急に社会資本拡充のための国民的合意形成に努力すべきであろう．
第二の障害は，アメリカに起因している．ドル高，高金利，そして産業の競争力の低下がその中身である．これら
の問題を主因として発生するアメリカからの超過需要が，日本の産業構造を輸出志向型にとめおき，社会ニーズ志向
型に転換してゆく妨げとなっている．アメリカからトヨタ・カーへの需要の大波が押し寄せ続ける限り，トヨタは日
本人のためのトヨタ・ホームに力点を移すことはない．同じことが日本の産業構造全体についてもあてはまるのであ
る．この意味で，政府赤字の削減，産業の活性化などアメリカの抱える課題の克服は，日本の産業構造を社会的ニー
ズ対応型に転換するうえでも望まれるところである．
日本は首尾一貫した産業政策の効果もあって，強い産業を有するに至ったのかもしれない．しかし，その果実は現
状のところ必ずしも日本人のために活用されていない．おそらくその理由は，日本は，生活水準の向上を目指すため
の一貫した経済政策，その背景としての思想をもっていないからではないだろうか．日本人は豊かさを追求するアメ
リカ人の積極的な姿勢を学ぶ必要がある．このような姿勢が，アメリカの産業政策論争の原点にあったのである．日
米関係はおのおのの豊かさの追求のうえに築かれなければならない．もし，両国関係において日本が不公正であると
するならば，それは日本が自らの豊かさを犠牲にしている点に求められるだろう．もし，日本が産業政策でのコンセ
ンサスづくりに自他ともに認める成功を収めてきたと誇るのならば，何故，もっと重要な経済政策の分野において，
同じことをしようとしないのだろうか．
